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本書は，発展途上国のなかで対外直接投資（foreigndi・

rect investment目 FDI）を行なう間，あるいは自国に

本拠をもち，かつ特徴のある多閑籍企業（multinational 

corporation: MNC) を有する国をいくつか選び出し，

その FDIあるいは MNCの調盗リポートに多国籍企

業研究の熟達者（注1）ラノレ（S.Lall）が問題点の整理を与

えたものである。選ばれた国は， FDIが最も古いアルゼ

ンチン， FDIが量的に最大な香港，および MNCの活

動が製造業の広い範囲にわたっているインド，それにブ

ラジルを加えた4カ関である。ブラジルは，発展途上国

としては国内的に製造業が発展している方であるのに，

日）Iの面では製造業以外の分野が大きいため，その差異

が興味をひくことから対象国に含められた。何故， MNC

が存在するのか，あるいは先進国に比べて資本が希少で

あり対外直接投資など考えにくい第三険界（LDC）から

何故 FDIがなされるのか，という LDCの MNC活

動がもっ被投資毘企業や先進国企業に対する優位性の解

明がその中心となっている。

近年，第三世界の国々からの FDIあるいはミニ・マ

ルティナショナルとよばれる MNCに対する関心が高ま

っており，いくつかの類審がみられる。そのなかでも，

本舎は対象国の数は少ないながら，それぞれの国につ

いて，他にはみられない FDIまたは MNC活動の動

機あるいは基盤の経済学的分析を試み，いくつかの国に

ついて成果をあげている，という点に特長がある。著者

はラルであるが，協力者が国別の研究を執筆しており，

分担はインドがラル，香港がチェン（E.K. Y. Chen), 

アJレゼンチンがカッツ（J.Katz）＝コサコフ（B.Kosa-

coff)，ブラジルがピエラ（A.Villela）である。ラル自身

が認めているように（18ページ〉，対象国が同種のインフ

ォーメーションを提供することは期待されなかったし，

全般的な分析の枠組みはラルが提供したものの，国別研

究の資任は各執筆者にあったがiiiページ〉。それは，各
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閣の情報の入手し易さの相違に加え，各国におけるFDI

や MNCの存立基盤の相違が大きかったためである。

その点は，本書を開く前から予想されたことであるが，

実際，著者に指摘されると第三世界の FDIや MNCの

多様さにあらためて驚かされる。

ラルの問題意識は LDCの FDIや MNCの優位性の

解明にあるが，それは新しい研究対象である。本書の意

図はそれらの一般的な性質の呈示にあったと想像される

が，その点では本書はその端緒であるにすぎない。評者

は本書を取りあげるに当って，先に，ウェ1レズ（L.T. 

Wells, Jr.）を読んだ時にも感じたことであるが（注2),

LDCがFDIを行なう積極的な理由を見出したい，と考

えた。この追求を，第三世界出身の研究者であるラルに

期待した。さらに，第三世界出身の研究者による研究で

あるからこれまでの先進国を中心とナる FDIや MNC

に対する LDC側からの批判をふまえ， FDIや MNC

のメリットとデメリットが明らかにされていることを期

符した。それが，本書を取りあげた理由である。

本書が多少まとまりを欠いていることは認めなければ

ならないが， 1冊にまとめられている理由は， 『新しい

多国籍企業』という主題の新しさと，それゆえにとれま

で情報が少なく，特定の課題についての透徹した分析よ

りは，かなり幅広い情報を得る方を読者がより強く期待

するのではないか，という本書作成者側の計算にあるよ

うに思われる。

本舎の構成は以下のとおりである。

第 1章理論的背景

第2章インドの MNC

第3章 香 港 の MNC

第4章アルゼンチンの MNC

第5章ブラジルの MNC

第6章総合と結論

第 1章と第6章は，ラルによって執筆され，他の各章

はラルを合む各国の分担者によって執筆されている。

I 

本書のなかでラルはこれまでの多国籍企業（MNC）の

行動を説明する先進国の MNCの経験に基づく MNC像

と第三世界のそれとの違いを明らかにすることを試み

た。以下に各章の内容の概略を紹介する。

第 1章は，先進国の MNCが絶対的優位の追求できる

悶へと事業活動の拡大を進めたのに対して，第三世界の

MNCにもそのような背景があるのかどうかという議
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論を恥心として，その MNCの経済的基盤を明らかにす

ることが本舎の主要な研究分野となっていることを述べ

ている。それに併せ，第三世界の MNCや FDIに関す

る他の議論が簡潔に紹介され，小さいながらサーベイを

構成している。

本書が分析すべき点として，本章において次の2点が

あがっている。すなわち，従来の貿易論が国31］（産業31J)

の〈比較〉優位を考えているのに対して， FDIの理論で

は企業¥jljに優位を考えてきている。 LDCの企業の場

合，先進国の企業と異なり自国と同様の条件下にある第

三世界に適応した技術・経営を可能にした「学習基盤」

(learning base）が園内にあってその企業独自の優位性

が成立していると思われるが，（1）その圏内的基盤・条件

を明らかにすること，および（2）との資産〈＝優位〉の入

手に直接投資の形態を使い，ターンキイ・プロジェク

ト，技術援助，あるいはライセンス供与といった技術の

輸出や販売の形態は使わない，という選択を左右する国

内環境があゥたかどうか（15ページ〕，があげられてい

る。国別の研究によれば，この国内環境の相違は大きい

ようである。

第 2章は，ラノレ自身の執筆によるが，ラルが認めてい

るように（18ページ〉，インドはその海外投資に関する

情報を中央に集中する形でかなりの程度保有しており，

それだけ経済学的分析もやりやすかったと思われる。

インドの投資の国別分布は，初期には民族的・歴史的

な結び付きの強い国々のシt アが大きかったが，近年は

通常の経済的誘因に応じて広がってきた（28ページ〕，

とされる。しかし，インドネシア，タイおよびナイジエ

リアという 3大被投資国のもつ経済的条件は他の LDC

や先進国の被投資国に比べインドの投資にとってその優

位を入手しやすいものだった。ナイゾエリアは，！日イギ

リス植民地としてインドと共通の経験をもち，歴史的な

結び付きからも説明される（問ページ〕。インドネシア

とタイについては，その輸入代幸手工業化にインドの技術

が一定の役割を果たしているのではないか，とラルは考

えている（同ページ〉。たしかに，ラルが対象としてい

る投資の時期は1960年代であり，その時期にはタイは翰

入代替工業化の過程にあったのでラルの考えが当てはま

る。しかしインドネシアの工業化はそれより遅れて

1970年代に本格的になっており，時期的にずれている。

インドの FDIに対するインド政府の政策のなかで興

味深い点は，インドの証券投資に現金ではなく実物（資本

財〉を用いることをインド準備銀行が要請していること

I02 

である。また，中古の機械や調整された（reconditioned)

機械を投資先企業向けに輸出することは許可されない

(38ページ〉。ラノレはこれらの点を指摘するどともに，

将来はインド政府の統制も緩やかになり， FDIを奨励す

る措置がとられるようになるであろう，と述べている

(39ページ〉。

第3章は，香港の MNCを扱うが，そのなかで香港に

おいて登記されてはいるが，所有や経営の面でみて英国

の企業であるとみられる企業性3）は除かれている。香港

の製造業企業に重点をおいたチェンは，ジャーディンズ

(Jardines）など香港において製造業に従事していない企

業は，海外において製造業に投資していても除いている

(90ページ）。それでも香港は最大の FDIのホーム・カ

ントリーとなっている性心。第三世界の MNCの特徴の

一つである，民族的・歴史的に近い国への投資が多いこ

との典型例がここにみられる。公式統計がないので，チ

ェンがデータを総合して推計したところ，対インドネシ

ア投資4fj怠凡を除き，対マレーシア，台湾，中国，シン

ガポール投資で合計9億2000万ドルあって（91ページ），

総合計18億2000万ドルのうち過半をこれら近い関への投資

が占めている。

香港は， 4カ国のなかでただ一国，調査に質問票が使わ

れた闘である。そのフォームも掲載されており，どのよ

うな項目がどう調査されたかがわかる。チェンはまず，

被投資国別に投資の産業別分布を明らかにしている。次

に，待港の FDIの背景として， FDIの動機や第三国の

FDI に比較しての優位などが述べられている。さらに，

被投資国へのインパクトを，特にその製造業の生産や技

術水準の側面から評価し，結論を導いている。

香港の FDIの特徴のーっとして，チェンは企業に独

日の優位が部分的なパッケーゾとしてのみ実現している

ことを指摘している（124ページ〉。優位に対する企業家

の凹答のなかでは， FDIによる子会社は被投資国企業に

比ぺ，経常面あるいはマーケティングの而で優位を持っ

ている，という回答が多く，他の投資閏ぐ先進国を含む〕

企業どの比較では，発展途上国をよりよく理解できる，

あるいは，経営者または専門スタッフを低賃金で得られ

る，といった回答があがっている（117ページ〉。しか

し，これらの優位は一つのパッケージとしては観察され

ない。

第4主主は，アルゼンチン閏内のいろいろな企業のFDI

の動機として，園内における成長の限界やその他を具体

的にあげている。たをえば，原料輸出をしてきた企業が垂
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直統合を自的に輸出先に企業を設立する FDIがある。

また，第三国市場への輪出を発展させることを意図した

FDIがあげられている。

それらの FDIに関する動機は， 11項目があがってい

るc すなわち（1）上記の垂直統合，（2）園内に比較的希少で

あるが被投資箆では入手可能な「根本的にE重要な」原料

の入手，（3）輸出市場の確保，（4）第三国への輪出，刷新企

業から国内親企業への胤料・部品の供給，（6）地域協定の

活用，（7）閣内で遊休になー〉た設備の利用，（8）低賃金労

働，あるいは低宋原料による生産費の削減，（9）園内で生

産された原料・）JI］産物の輪出，（10)企業独自の技術を第三

者によって複製されることの予防，あるいは凶特化によ

る規模の経済の獲得，である。

アルゼンチンに関する本主主は特定の企業名を多数出し

ており，企業号ljの深い調査結果が，比較的多い。この企

業別の方法は，本意の初めに明示されている調査の目的

が「いまだに確としたものがない FDIに対する調査結

果の提供J(137ページ〕であること，に対応している。

第5主主のブラジルでも， FDIの公式統計は不完全であ

り，どエラは面接調査に頼っている。やはり，米国有名

会社の100,';;i:所有の子会社があるが，それらは MNCに

は含まれてかない。主要な企業として，ベトロプラス

(Petrol吋 s）がある。その子会社であるプラスペトロ

(Braspetro）が8カ国で石油の探鉱あるいは生産に従事

しているとのことであるく225ページ〕。

被投資国で製造業に従事しているブラジノレの投資企業

のなかには，製品をブラジルの環境に適台させている企

業と，先進国のブラジル進出企業との合弁事業を通じ

て．十分に技術力をつけた企業とがあることが紹介され

ている（233ページ入しかし，製造業が国内ではかなり

発展しているのにもかかわらず， FDIでは少ない理由は

何か（銀行業，石油業，述設業，エンジニアリング企

業に次ぐ。最も少ない〉。本手きでは，もっぱらブラジJレ

政府の，輸入代替的工業化政策にその理由が求められて

いる（243ページ〉。

他の国についてと同憾に， FDIの動機についてはブラ

ジルの場介も 4項目ばかりあがっている。輸出経験，

FDHこ調達する情報の提供（外務省やパンコ・ド・ブラ

ジFレ〉，ブラジjレ政府の攻策，あるいは被投資問の政策

であるが，輸出経験が FDIの理由とされていることは

興味深い。輸出がマーケティングの能力を向めることが

示されている。

第6章は， LDCのFDIの一般的傾向，工業部門聞に

評醤

みられる FDIのパターンの国による相違，第三世界の

MNCのもつ独占的優位， FDIの動機，などについて各

章の総合を与えており，結論となっている。

II 

本書は，その主要課題として，先進国の MNCにも伍

していける LDCの FDI(MNC）の存在基盤を明らか

にすること，をとりあげている。第 1章で提示された，

企業独自の優位を形成する「学習基盤」は国内にあった

かどうか。園内の環境として，製造業の経験年数や，政

府の製造業育成政策を考えることができるが，これらに

ついては各国の調査結果からもわかるように，悶別の相

違が大きい。インドについても，ラyレは企業独自の（所

有権に独自の〉優位とこれら園内の環境との関連につい

て，結論を示すにいたっていない。インド政府の政策に

対して否定的な見解がみられる程度である。また，製造

業の経験からみれば，インドは優位をもっているとラノレ

は考えているようである。特に，インドネシアやタイに

対しては，輸入代替工業化の緩験や技術がインド側に高

い優位を形成している（28ページ〉，という。

インドの章と同様の報告構成をとっているブラジルも

似たような結論を導いている。ブラジル政府の政策の効

果に対しては否定的であり，製造業企業の優位は先進国

の企業との合弁事業の経験や輸出経験がその基盤になっ

ている〔233ペーヅ〉，と述ぺている。香港とアルゼンチ

ンについては基盤があったかどうか不明である。

第1章で提示された第2の問題，すなわち直接投資の

形態を使うがその他の技術輸出の形態を使わないという

選択をする圏内的条件は何か，については各国とも答え

ていない。ラルは，インドの例では確たる答えはないとし

ながらも（直後投資しているサンア勺レ企業がターンキイ

契約など技術の販売もしている〉，企業がそれ自体を海外

に拡大していくという戦略的決意（74ページ〕によるこ

とが直接投資の形態を使う理由ではないか，と問いかけ

ているが他の悶では不明である。

これらの問題点は有意義に提示されたといえるが，そ

れが MNCや FDIの経済学的分析を意味するものであ

るといえるのか。この点は多くの読者の三訓固にまちたい

が，評者は疑問であると思う。課題の第2点については

経済学的分析というには，直接投資とそれに対鐙されて

いる優位獲得の手段との聞で，得られる経済的利益やそ

れに要する費用の種類・額が違いすぎるので，両者が同
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じ分析の対象となるための基盤がないからである。第 1

点についても同様である。各国聞の相違が大きすぎては

閣内の「学習基盤Jを分析する方法がない。

次に，第三世界の MNC（あるいは FDI）に関するこ

れまでの研究成果との比較において，ラルは成果が断片

的であり，しばしばオールタナティプな答えがだせなか

ったと断わりを述べている（67,68, 267ページなど）。概

して言えばf，ウェJレズに代表される，第三世界の MNC

の技術的優位の多くは支持される（266ページ）が， LDC

企業の小規模生産が優位性となるという見方（注むについ

ては，そうではなく LDCのMNCが行なっている研究

開発（R&D）の努力が優位性となる，という見方をして

いる。第三世界の MNCはその性格が急激に変化しつつ

ある（267ページ）という点では評者もラルに向感であ

る。できる限り既成の成果に依拠しつつ，標準的な経済

学分析を試みたいものである。

本書が多少まとまりを欠いているのは，各章の方法の

違いにも現われている。インタビューを伴った質問禦に

よるか（香港〉，主として公式データによるか（インド〉

の違いがある。その他，製造業のなかで部門別にデータ

が分かれているかどうか（インド，香港は分かれ，アルゼ

ンチンとブラジノレは分かれない〉，主な企業名がでてい

104 

るか否か（インド，アルゼンチン，ブラジルはでてお

り，香港はでていない〉などである。とはいえ， LDC 

のFDIや MNCの基盤に，経済学的な接近を試み，関

連したいくつかの項目についてその所在や限界が明らか

にされた。その他の割愛されたトピックもあろうが（企

業の所有形態や，企業集中度による優位の相違の分析な

ど〉，本書は第三世界の MNC（多国籍企業〕研究を志

す者にとって重要な情報源であろう。

（注 1〕 Esho,Hideki，“Sanjaya Lall, The New 

Multinationals，”（book review), D,抗 ，elopingEcono・
mies，第23巻第 1号， 1985年3月。

（注2〕 谷口興二「一斉評： LouisT. Wells, Jr., 

Third World Multinationalsj （『アジア経済』第25

巻第8号 1984年8月〕。

（注 3) Wells,Louis T., Jr., Third World Mul-

tinatianals: The Rise of Foreign Investment fro明

Develoρing Countries，ヶ：ノプ I）ッジ（マサチューセ

ッツ）， MIT Press, 1983年， 8ベージ。

〈日・4) 製造業に限定しでも最大である。

((1:5) Wells，前掲者， Chapter30 

谷口興ニ

（アジア経済研究所経済成長調査郎研究主任）
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